
 

丸亀市の給与・定員管理等について  

 

１ 総括  

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）  

区 分 
住民基本台帳人口 

(28年1月1日) 

歳 出 額 

Ａ 
実質収支 

人 件 費 

Ｂ 

人件費率 

Ｂ／Ａ 

(参考) 

26年度の人件費率 

27年度 
              人 

１１３，５８７ 

      千円 

40,757,533 

    千円 

733,615 

     千円 

7,345,315 

     ％ 

１８．０ 

              ％ 
１４．９ 

 

 ( 2 )  職員給与費の状況（普通会計決算）  

区 分 
職員数 

Ａ  

給     与     費 
一人当たり

給与費 

Ｂ／Ａ 

＜参考＞ 

類似団体一

人当たり給

与額 

 給   料 職員手当  期 末 ･ 勤 勉 手 当       計  Ｂ 

27年度 
人 

844  

千円 

3,119,453 

千円 

518,788 

千円 

1,185,144 

千円 

4,823,385 

千円 

5,715 

千円 

6,243 

（注）１ 職員手当には退職手当を含まない。 

２ 職員数は、27 年４月１日現在の人数である。 

３ 給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含 

まれており、職員数には当該職員を含んでいない。 

 

 (3) ラスパイレス指数の状況 

 

（注）１ ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較する

ため、国の職員数（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職

俸給表（一）適用職員の俸給月額を100として計算した指数。 

２ 類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平

均したものである。 

３ 平成25年は、国家公務員の時限的な（２年間）給与改定・臨時特例法による給与減額措置

がないとした場合の値である。 

※  平成 28 年 4 月 1 日のラスパイレス指数が、①3 年前に比べ１ポイント以上上昇している場合、

②3 年連続で上昇している場合、③100 を超えている場合について、その理由及び改善の見込み 
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(4) 給与制度の総合的見直しの実施状況について 

 

 

 

①  給料表の見直し  

〔   実施    未実施  〕  

実施内容（平均引下げ率、実施（実施予定）時期、経過措置の有無等具体的な内容（未実施

の場合には、その理由））  

 

 

 

 

 

②  地域手当の見直し  

実施内容（国基準における場合の支給割合及び当該団体の支給割合）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③  その他の見直し内容  

 

 

 

 

 

(6)特記事項 

 

③平成 28 年 4 月 1 日、総合的見直しを導入したが、現給保障措置を設けた為 

 

【概要】  国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均 2％の引下げ及び地 

     域手当の支給割合の見直し等に取り組むとされている。 

（理由） 

（給料表の改定実施時期）H28.4.1 

（内容）国の見直し内容を踏まえ平均 2％引下げ 

（支給割合）国基準 5％に対し、丸亀市においても 3％を支給。 

（実施時期）平成 27 年 4 月 1 日より実施。平成 28 年度は 6％。 

 

（参考） 

 平成 26 年度 

の支給割合 

平成 27 年度の支給割合 平成 28 年度

の支給割合 4 月 1 日時点 遡及改定後 

国基準により支給割合 3％ 4％ 5％ 6％ 

丸亀市の支給割合 3％ 3％ ― 6％ 

 

単身赴任手当、災害派遣手当を追加 



 

２ 職員の平均給与月額、初任給等の状況  

 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（28 年 4 月 1 日現在） 

 ①一般行政職                                                                            

  

区 分 
平 均 年 齢      平均給料月額 平均給与月額 

平均給与月額 

（国ベース） 

 

 

 

 

 

 

 

丸亀市 42.9 歳 327,321 円 391,903  円 352,208 円 

香川県 44.2 歳 334,149 円 418,319 円 364,905 円 

国 43.6 歳 331,816 円 － 410,984 円 

類似団体 42.3 歳 318,431 円 403,131 円 358,716  円 

 ②技能労務職                                                                            

区 分 平 均 年 齢      職員数 平均給料月額 
平均給与月額 

（Ａ） 

平均給与月額 

（国ベース） 

 丸亀市 46.8 歳 114 人  344,100 円 392,086 円 358,419  円 

 う ち 清 掃 職 員 47.5 歳 51 人  350,700 円 420,776 円 368,637  円 

 うち給食調理員 46.3 歳 17 人  334,900 円 355,847 円 340,335  円 

 う ち 校 務 技 師 47.1 歳 13 人  352,900 円 374,023 円 368,423  円 

香川県 52.7 歳 26 人  324,190 円 360,226  円 341,478 円 

国  50.4 歳 2,876 人  287,447 円 － 329,358  円 

類似団体 50.7 歳 47 人  323,536 円  363,138  円 351,839  円 

 

区 分 
民  間 参考        

    対応する民間の類似職種 平均年齢 平均給与月額（Ｂ） Ａ／Ｂ 

 丸亀市 － － － － 

 う ち 清 掃 職 員 廃棄物処理従業員 45.3 歳 290,300 円 1.45 

 うち給食調理員 調理師 41.6 歳 242,600 円 1.47 

 う ち 校 務 技 師 用務員 55.2 歳 199,900 円 1.87 

 

区 分 

参  考  

年収ベース（試算値）の比較  

公務員（Ｃ） 民間（Ｄ） 平均給与月額Ｃ／Ｄ 

 丸亀市 － － － 

 う ち 清 掃 職 員 6,611,912 円 3,968,100 円 1.67 

 うち給食調理員 5,905,364 円 3,277,800 円 1.80 

 う ち 校 務 技 師 6,099,176 円 2,732,900 円 2.23 

※ 民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している。

（平成 25～27 年の 3 ヵ年平均） 



 

※ 技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり年齢、業務内容、雇用形態等の点におい

て一致しているものではない。 

※ 年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を

12 倍したものに、公務員においては前年度に支給された期末・勤勉手当、民間において

は前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値である。 

※ 技能労務職にかかる平均給料月額は 100 円未満を端数処理（四捨五入）した値である。  

④  教育職                                                                                 

区 分 平 均 年 齢      平均給料月額 平均給与月額 

丸亀市 38.8 歳 288,769 円   329,633 円 

香川県 44.1 歳 368,864 円 412,888 円 

類似団体 39.6 歳 301,616 円 340,126 円 

 （注）１ 「平均給料月額」とは、28 年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。                                                                           

         ２ 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤

務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において

明らかにされているものである。 

また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝

時間外勤務手当等を除いたもの）で算出している。 

     

(2) 職員の初任給の状況（28 年 4 月 1 日現在）                                         

       区    分 丸亀市 香川県 国 

一般行政職 
大 学 卒 183,300  円 183,300  円    176,700  円 

高 校 卒 149,000  円 149,000  円   144,600  円 

技能労務職 高 校 卒   149,000  円 137,900  円 － 

教 育 職 大 学 卒   183,300  円 204,700  円 － 

 

(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（28 年 4 月 1 日現在）  

区    分 
経験年数10年以上 

15年未満 

経験年数15年以上 

20年未満 

経験年数20年以上 

25年未満 

一般行政職 
大 学 卒        277,400 円        335,100 円          377,600  円 

高 校 卒         229,500  円         304,300  円          346,200  円 

技能労務職 高 校 卒 －         307,000  円          337,500  円 

  100 円未満を端数処理（四捨五入）した値である。 



 

３ 級別職員数等の状況  

 ( 1 )  一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（28 年 4 月 1 日現在）  

区分 標準的な職務の内容 職員数 構成比 
1号級の 

給料月額 

最高号級の

給料月額 

１級 主事若しくは技師の職務又はこれに相当する職務 152人 15.8％ 141,600円 246,600円 

２級 副主任の職務又はこれに相当する職務 134人 13.9％ 191,700円 303,400円 

３級 主任の職務又はこれに相当する職務 153人 15.9％ 227,900円 349,200円 

４級 主査の職務又はこれに相当する職務 214人 22.2％ 261,100円 390,300円 

５級 

1 副課長の職務又はこれに相当する職務 

2 担当長の職務又はこれに相当する職務 

3 副主幹の職務又はこれに相当する職務 

211人 21.9％ 287,100円 399,000円 

６級 
1 課長の職務又はこれに相当する職務 

2 副課長の職務又はこれに相当する職務 
62人 6.5％ 317,700円 416,400円 

７級 
1 部長の職務又はこれに相当する職務 

2 課長の職務又はこれに相当する職務 
35人 3.6％ 361,800円 458,400円 

８級 部長の職務又はこれに相当する職務 2人 0.2％ 407,300円 479,800円 

 （注）１ 丸亀市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。 
        ２ 標準職務とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。 
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( 2 )  昇給への勤務成績の反映状況 

平成 28 年 4 月 2 日から平成 29 年 4 月 1 日 

までにおける運用 

丸 亀 市 国 

管理職員 一般職員 
特定管理 

職員 
一般職員 

イ 人事評価を実施した ○ ○ ○ ○ 

 

標準に加え、上位及び下位の区分も適用 ○ ○ ○ ○ 

標準に加え、上位の区分も適用         

標準に加え、下位の区分も適用         

標準の区分のみ適用       

ロ 人事評価を実施していない     

 
 
 

４ 職員の手当の状況  

 (1) 期末手当・勤勉手当  

  

 

 

  

 

 

  

丸 亀 市 香 川 県 国 

１人当たり平均支給額 

（27年度）  1,451 千円 

１人当たり平均支給額 

（27年度）  1,682 千円 
－ 

（27年度支給割合） 

 期末手当      勤勉手当 

  2 . 6 0  月分     1 . 6月分 

 （ 1.45 )月分   ( 0.75）月分 

（27年度支給割合） 

 期末手当      勤勉手当 

  2 . 6 0  月分    1 . 6月分 

  ( 1.45 )月分  ( 0.75 )月分 

（27年度支給割合） 

 期末手当      勤勉手当 

  2 . 6 0  月分     1 . 6月分 

 （ 1.45 )月分   ( 0.75 )月分 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加

算措置 

・役職加算 5～20％ 

 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加

算措置  

・役職加算 5～20％ 

・管理職加算 10～25％ 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加

算措置 

・役職加算 5～20％ 

・管理職加算 10～25％ 

 （注） (  )内は、再任用職員に係る支給割合である。 

 

 

 ○勤勉手当への勤務成績の反映状況（一般行政職） 

平成 28 年度中における運用 

丸 亀 市 国 

管理職員 一般職員 
特定管理 

職員 
一般職員 

イ 人事評価を実施した ○ ○ ○ ○ 

 

標準に加え、上位及び下位の成績率も適用 ○ ○ ○ ○ 

標準に加え、上位の成績率も適用         

標準に加え、下位の成績率も適用         

標準の成績率のみ適用       

ロ 人事評価を実施していない     

 

 

 

 



 

(2) 退職手当（28 年 4 月 1 日現在）  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

丸    亀    市 国 
（支給率）      自己都合   勧奨・定年 

勤 続 2 0 年         20.445月分 25.55625月分 

勤 続 2 5 年         29.145月分  34.5825月分 

勤 続 3 5 年         41.325月分   49.59月分 

最 高 限 度 額    49.59月分    49.59月分 

その他の加算措置  

定年前早期退職特例措置（2～20％加算） 

 

1人当たり平均支給額  1 8 , 6 9 9千円（27年度） 

（支給率）     自己都合  応募認定・定年 

勤 続 2 0 年        20.445月分 25.55625月分 

勤 続 2 5 年        29.145月分  34.5825月分 

勤 続 3 5 年        41.325月分   49.59月分 

最 高 限 度 額   49.59月分   49.59月分 

その他の加算措置  

定年前早期退職特例措置（2～45％加算） 

 
 

（注）１ 退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に 

支給された平均額である。 

 

 (3) 地域手当（28 年 4 月 1 日現在）  

支 給 実 績 （ 27 年 度 決 算 ）  －  

支 給 職 員 一 人 当 た り の 平 均 支 給 年 額 （ 27 年 度 決 算 ）  －  

支 給 対 象 地 域  支 給 率  支 給 対 象 職 員 数  国 の 制 度 （ 支 給 率 ）  

高 松 市  6％  4 人  6％  

地 域 手 当 補 正 後 ラ ス パ イ レ ス 指 数  

（ ラ ス パ イ レ ス 指 数 ）  

1 0 1． 2  

（  1 0 1． 2 ）  

（ 注 ） 地 域 手 当 補 正 後 ラ ス パ イ レ ス 指 数 と は 、地 域 手 当 を 加 味 し た 地 域 に お

け る 国 家 公 務 員 と 地 方 公 務 員 の 給 与 水 準 を 比 較 す る た め 、地 域 手 当 の 支

給 率 を 用 い て 補 正 し た ラ ス パ イ レ ス 指 数 。  

   （ 補 正 前 の ラ ス パ イ レ ス 指 数 ×（ １ ＋ 当 該 団 体 の 地 域 手 当 支 給 率 ）／（ １

＋ 国 の 指 定 基 準 に 基 づ く 地 域 手 当 支 給 率 ） に よ り 算 出 。 ）  

（ 注 ） 支 給 対 象 職 員 が 少 数 （ 4 人 ） で あ る た め 、 個 人 情 報 保 護 の 観 点 か ら 支 給

実 績 及 び 一 人 当 た り 平 均 支 給 額 に つ い て は 公 表 し な い 。  

 

 (4) 特殊勤務手当（28 年 4 月 1 日現在）  

支給実績（27年度決算）       37,700千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（27年度決算）                              92千円 

職員全体に占める手当支給職員の割合（27年度） 47.4％ 

手当の種類（手当数） 12  

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 
支給実績 

27年度決算 
左記職員に対する支給単価 

１福祉業務手当 

(1)生活保護業務

の 現 業 及 び 指

導 監 査 を 行 う

職にある者 

(2)保育所に勤務

する保育士 

社 会 福 祉 業 務 等

の 現 業 に 直 接 従

事したとき 
6,553 千円 

（1）日額 400 円 

   半日 200 円 

 

（2）日額 200 円 

   半日 100 円 

２ 行 旅 病 死 人 等 処

理手当 

(1)行旅病人の処

遇業務 

(2)行旅死人等の

処理業務 

行 旅 病 死 人 等 の

処 理 業 務 に 従 事

したとき 0 円 

(1)１件につき 2,000 円 

(2)１件につき 10,000 円 



 

３保健業務手当 

(1)保健師が訪問指導の業務に従事

したとき 

(2)看護師が訪問診療の業務に従事

したとき 

40 千円 

(1)日額 200 円 

(2)半日 100 円 

４感染症防疫手当 
感染症患者の収容又は消毒の業務

に従事したとき 
0 円 

１件につき 1,000 円 

１日につき 2,000 円 

５葬祭業務手当 

葬祭業務に直接従事したとき 

(1)死体の外部からの引取り又は搬

送の作業等に従事したとき 

(2)その他の葬祭業務に従事したと

き 

0 円 

 

(1)１件につき 1,200 円 

 

(2)１件につき 600 円 

６清掃作業手当 

１ごみ又はし尿の処理作業に直接

従事したとき 

(1)路上におけるごみの収集又はご

みの処理の業務に従事したとき 

(2)くみ取り又は浄化槽の清掃の業

務に従事したとき 

２前項に定める作業に従事した場

合において、次に定める者には、

前項の金額に替えて次の手当を

支給する。 

（1） 監督員 

（2） 清掃指導員又は班長 

（3） 副班長 

（4） 浄化槽管理業務に従事する

者のうち必要な資格を有す

る者 

３犬、猫等のへい死体処理作業に直

接従事したとき 

14,633 千円 

１ 

（1） 日額 1,250 円 

半日 630 円 

（2） 日額 1,250 円 

半日 630 円 

２ 

（1） 日額 1,430 円 

半日 720 円 

（2） 日額 1,370 円 

半日 690 円 

（3） 日額 1,310 円 

半日 660 円 

（4） 日額 1,380 円 

半日 690 円 

３ １件につき 500 円 

７汚物処理手当 

１汚水のある下水道施設の内部で

作業に従事したとき 

(1)午前及び午後に各 1 回以上従事

したとき 

(2)午前又は午後に１回以上従事し

たとき 

1 千円 

 

 

(1)１日につき 1,000 円 

(2)１日につき 500 円 

８消防業務手当 

１  水火災等の出動に従事したと

き。 

２  救急出動の業務に従事したと

き。 

(1) 救急救命士 

(2) 上記以外 

３ 非番の者が招集されたとき。 

４  夜間に特殊業務に従事したと

き。 

(1) 2 時間以上 

(2) 2 時間未満 

2,428 千円 

１ 1 回につき 100 円 

２  

(1)1 回につき 130 円 

 (2)1 回につき 100 円 

３ 1 回につき 200 円 

４  

(1)1 回につき 150 円 

 (2)1 回につき 100 円 

９現場作業手当 
高所作業又は交通頻繁な車道上作

業に従事したとき 
0 円 

日額 300 円 

半日 150 円 

10 徴収業務手当 

外勤し、かつ、税の賦課徴収業務又

は下水道受益者負担金、市営住宅使

用料等の徴収業務に従事したとき 

82 千円 
日額 400 円 

半日 200 円 

11 航路手当 航路を利用し通勤する者 1,213 千円 1 日につき 400 円 

12 担当長手当 担当長の職にある者 12,750 千円 月額 10,000 円 

 

 



 

 (5) 時間外勤務手当等  

支 給 実 績 （ 27 年 度 決 算 ）  252,128千円 

職員１人当たり平均支給年額（27年度決算） 346千円 

支 給 実 績 （ 26 年 度 決 算 ）  248,056千円 

職員１人当たり平均支給年額（26年度決算） 342千円 

（注） 職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（○年度決算）」と同じ年度 

の４月１日現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはなら 

ない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含む。 

（注） 時間外・夜間・休日勤務手当を合計した金額である。 

 
 
 (6) その他の手当（28 年 4 月 1 日現在）

手当名 内容及び支給単価 

国の
制度 

との
異同 

国の制度と 

異なる内容 

支給実績 

（27年度決算） 

支給職員１人
当たり 

平均支給年額 
（27年度決算） 

扶 養  

手 当  

・配偶者 13,000円 

・配偶者以外の扶養親族 各6,500円 

・配偶者がない場合１人目 11,000円 

・満15歳の年度初めから満22歳の年度末までの子 各5,000円 

同 － 84,485千円 220千円 

住 居  

手 当  

・借家 （月額12,000円を超える家賃を支払う職員） 

 家賃月額 23,000 円以下⇒家賃月額－12,000 円 

 家賃月額 23,000 円超⇒（家賃月額－23,000 円）×1/2＋ 

           11,000 円 （最高限度額 27,000 円） 同 － 36,829千円 286千円 

通 勤  

手 当  

・交通機関利用 運賃相当額（最高限度額55,000円） 

・自動車等を使用 

片道 2～5km未満  2,700円 5～ 10kｍ未満  5,500円 

10～ 15 〃  8,300円 15～ 20 〃   11,100円 

20～ 25 〃  13,900円 25～ 30 〃   16,700円 
30～ 35 〃  19,500円 35～ 40 〃   22,300円 
40～ 45 〃  25,100円 45～ 50 〃   27,900円 

50km以上   30,700円 

異 

自動車 

各 距 離 に 応

じ 

＋700円～ 

 ＋8,000円 

 

56,194千円 77千円 

管理職 

手当 

部長級 86,200円（8級）又は83,600円（7級） 

課長級 68,500（ 7級）円又は64,000円（6級） 

室長級 59,400（ 7級）又は55,500円（6級） 

副課長級 47,300円（6級）又は44,400円（5級）（定額制） 

異 支給金額 110,995千円 757千円 

宿日直 

手当 
勤務１回につき4,200円 同 － 29千円 50千円 

（ 注 ）単身赴任手当については、支給対象職員が少数（1 人）であるため、個人情報保護の観点から公表

しない 

 

５ 特別職の報酬等の状況（ 28 年 4 月 1 日現在）  

区     分 給 料 月 額 等                     

給 

料 

  

市      長 

副  市  長 

 

971,000円 

765,000円 

（参考）類似団体における最高／最低額 

      1,030,000円／609,700円 

        865,000円／592,800円 

報 

酬 

議     長 

副  議  長 

議     員 

586,000円 

512,000円 

457,000円 

        702,000円／440,000円 

        666,000円／390,000円 

612,000円／366,000円 



 

期 

末 

手 

当 

市      長 

副  市  長 

 （28年度支給割合） 

                  3.15 月分 

議     長 

副  議  長 

議     員 

 （28年度支給割合） 

                  3.15 月分 

         
 退 

 職 

 手 

 当 

 

市      長 

副  市  長 

 （算定方式）                （支給時期） 

給料月額×５×在職年数           退職した日から１月以内   

給料月額×４×在職年数           退職した日から１月以内    

 

６ 職員数の状況  

(1)部門別職員数の状況と主な増減理由             （各年４月１日現在）                                                        

        区 分 
部 門 

職  員  数 対 前 年 
増 減 数 主 な 増 減 理 由            

平成27年 平成28年 

普 
 

通 
 

会 
 

計 
 

部 
 

門 

一
般
行
政
部
門 

議  会 
総  務 
税  務 
民  生 
衛  生 
労  働 
農林水産 
商  工 
土  木 

7 
136 
35 

226 
90 
0 

29 
16 
49 

7 
135 
37 

228 
90 
0 

28 
17 
52 

0 
△1 

2 
2 
0 
0 

△1 
1 
3 

 

小  計 588 594 6 
＜参考＞ 
人口1万人当たり職員数 52.29人 
（類似団体の人口1万人当たり職員数50.05人） 

教育部門 131 130 △1  

消防部門 118 120 2  

小  計 837 844 7 
＜参考＞ 
人口1万人当たり職員数 74.30人 
（類似団体の人口1万人当たり職員数65.39人） 

公
営
企
業
等

会
計
部
門 

水  道 
下 水 道 
そ の 他 

32 
14 
69 

33 
14 
72 

1 
0 
3 

 

 

小  計 115 119 4 
 

合  計 952 963 11 
 
＜参考＞ 
人口1万人当たり職員数 84.78人 

（注） 職員数は一般職に属する職員数である。 



 

 (2) 年齢別職員構成の状況（28 年 4 月 1 日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区 分 

20歳 

 

未満 

20歳 

～  

23歳 

24歳 

～  

27歳 

28歳 

～  

31歳 

32歳 

～  

35歳 

36歳 
～  

39歳 

40歳 

～  

43歳 

44歳 

～  

47歳 

48歳 

～  

51歳 

52歳 

～  

55歳 

56歳 

～  

59歳 

60歳 

 

以上 

 

計 

 

職員数 
 

6 人 

 

56人 

 

96人 

 

89人 

 

68人 

 

71人 

 

138人 

 

141人 

 

88人 

 

80人 

 

108人 

 

22人 

 

963人 

（注） 職員数は一般職に属する職員数である。 

 

(3) 職員数の推移  

 
H23 年 H24 年 H25 年 H26 年 H27 年 H28 年 

過去 5 年間の 

増減数（率） 

一般行政 573 566 562 575 588 594 21（3.7％） 

教育 137 131 129 130 131 130 △7（△5.1％） 

消防 118 120 119 117 118 120 2（1.7％） 

普通会計計 828 817 810 822 837 844 16（1.9％） 

公営企業等会計計 123 118 117 114 115 119 △4（△3.3％） 

総合計 951 935 927 936 952 963 12（1.3％） 

（注） 各年における定員管理調査において報告した部門別職員数 

2 0  

歳  

未  

満  

2 0  

～  

23 

2 4  

～  

27 

2 8  

～  

31 

3 2  
～  

35 

3 6  

～  

39 

4 0  

～  

43 

4 4  

～  

47 

4 8  

～  

51 

5 2  

～  

55 

5 6  

～  

59 

6 0  

歳  

以  

上  

0

4

8

12

16

20

構成比

5年前の構

成比

単位（％） 



 

７ 公営企業職員の状況  

(1)水道事業  

1) 職員給与費の状況                                                         

ア  決 算  

区 分 総費用 Ａ 
純損益又は実

質収支 

職員給与費

 Ｂ 

総費用に占める職

員給与費比率 

Ｂ／Ａ 

(参考) 

26年度の総費用に占

める職員給与比率 

27年度 
      千円 

2,392,915 

      千円 

240,141 

     千円 

294,187 

     ％ 

１２．３ 

              ％ 
１０．７ 

   （注） 資本勘定支弁職員に係る職員給与費を含まない。 

区 分 
職員数 

Ａ  

給     与     費 一人当た

り給与費 

Ｂ／Ａ 

＜参考＞ 

市平均一人当

たり給与費 

 給   料 職員手当  期 末 ･ 勤 勉 手 当       計  Ｂ 

27年度 
人 

31  

千円 

120,617 

千円 

14,768 

千円 

47,012 

千円 

182,397 

千円 

5,884 

千円 

5,748 

   （注）１ 職員手当には退職給与金を含まない。 

２ 職員数は、平成 27 年 4 月 1 日現在の人数である。 

イ  特 記 事 項  

   な し  

 

2) 職 員 の 基 本 給 、 平 均 月 収 額 及 び 平 均 年 齢 の 状 況 （ 平 成 27 年 4 月 1 日 現 在 ） 

区 分 平 均 年 齢      基本給 平均月収額 

丸亀市 41.9 歳 330,646 円 490,000  円 

団体平均 44.9 歳 373,439 円 583,783  円 

 

 3) 職 員 の 手 当 の 状 況  

ア  期末手当・勤勉手当 

丸亀市（水道事業） 丸亀市（一般行政職） 

１人当たり平均支給額 

（27年度）  1,472千円 

１人当たり平均支給額 

（27年度）  1,451千円 
（27年度支給割合） 

 期末手当      勤勉手当 

  2 . 6 0  月分     1 . 6  月分 

 （ 1.45 )月分   ( 0.75 )月分 

（27年度支給割合） 

 期末手当      勤勉手当 

  2 . 6 0  月分     1 . 6月分 

 （ 1.45 )月分   ( 0.75 )月分 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加

算措置 

・役職加算 5～20％ 

 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加

算措置  

・役職加算 5～20％ 

 

 （注） (  )内は、再任用職員に係る支給割合である。 



 

イ  退職手当（28 年 4 月 1 日現在） 

丸亀市（水道事業） 丸亀市（一般行政職） 
（支給率）     自己都合   勧奨・定年 

勤 続 2 0 年       20.445月分  25.55625月分 

勤 続 2 5 年       29.145月分  34.5825月分 

勤 続 3 5 年       41.325月分    49.59月分 

最 高 限 度 額   49.59月分   49.59月分 

その他の加算措置  

定年前早期退職特例措置（2～20％） 

 

1人当たり平均支給額  1 8 , 6 9 9千円（27年度） 

（支給率）     自己都合   勧奨・定年 

勤 続 2 0 年       20.445月分  25.55625月分 

勤 続 2 5 年       29.145月分  34.5825月分 

勤 続 3 5 年       41.325月分    49.59月分 

最 高 限 度 額   49.59月分   49.59月分 

その他の加算措置  

定年前早期退職特例措置（2～20％） 

 
 

（注）１ 退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に 

支給された平均額である。 

 

ウ 地域手当（平成 28 年 4 月 1 日現在） 

支 給 実 績 （ 27 年 度 決 算 ）  －  

支 給 職 員 一 人 当 た り の 平 均 支 給 年 額 （ 27 年 度 決 算 ）  －  

支 給 対 象 地 域  支 給 率  支 給 対 象 職 員 数  国 の 制 度 （ 支 給 率 ）  

高 松 市  6％  0 人  6％  

 

 

エ 特殊勤務手当（平成 28 年 4 月 1 日現在） 

支給実績（27年度決算）       629千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（27年度決算）                             103千円 

職員全体に占める手当支給職員の割合（27年度） 19.5 ％ 

手当の種類（手当数） 6  

手当の名称 主な支給対象 
支給実績 

27年度決算 
左記職員に対する支給単価 

1 企業手当 

能率向上のため、企業性の発揮

を必要とする業務に従事した職

員（管理職員除く） 

0 円 
月額 給料月額に 100 分

の２を乗じて得た額 

2 停水処分手当 給水の停止処分に従事したとき 0 円 １件につき 200 円 

3 危険作業手当 
高所作業又は交通頻繁な車道上

作業に従事したとき 

29 千円 

日額 300 円 

半日 150 円 

 

次亜塩素酸ナトリウム又はオゾ

ンの漏えい時に事故処理作業に

従事したとき 

30 分未満 250 円 

30 分以上 500 円 

 
劇物又は有害ガス発生物質を使

用した水質検査 

日額 300 円 

半日 150 円 

4 変則勤務手当 
浄水場の交替勤務する職員が祝

日に勤務したとき 
0 円 １回 800 円 

5 徴収手当 

外勤し、水道料金等の徴収業務

及び検針困難箇所の再検針業務

に従事したとき 

0 円 １件につき 70 円 

6 担当長手当 担当長の職にある者 600 千円 月額 10,000 円 

（注） 企業手当については、平成 19 年度より支給を停止している。 



 

オ  時間外勤務手当等 

支 給 実 績 （ 27 年 度 決 算 ）  5 , 3 8 5千 円  

支 給 職 員 一 人 当 た り の 平 均 支 給 年 額 （ 27 年 度 決 算 ）  2 7 7千 円  

支 給 実 績 （ 26 年 度 決 算 ）  5 , 7 5 7千 円  

支 給 職 員 一 人 当 た り の 平 均 支 給 年 額 （ 26 年 度 決 算 ）  2 6 5千 円  

（注）１ 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。 

２ 職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（○年度決算）」と同じ年

度の４月１日現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とは

ならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含む。 

 

カ  その他の手当（28 年 4 月 1 日現在） 

手当名 内容及び支給単価 
一般行政職の 

制度との異同 

一般行政職の制

度と異なる内容 

支給実績 

（27年 度 決 算 ） 

支給職員１人当たり 

平均支給年額 

（27年 度 決 算 ） 
扶 養  

手 当  
一般行政職の 

制度と同じ 
同 同 2,384千円 157千円 

住 居  

手 当  
一般行政職の 

制度と同じ 
同 同 1,539千円 298千円 

通 勤  

手 当  
一般行政職の 

制度と同じ 
同 同 2,106千円 77千円 

管理職 

手当 

一般行政職の 

制度と同じ 
同 同 2,725千円 654千円 

宿日直 

手当 

一般行政職の 

制度と同じ 
同 同 0円 0円 

 

 

(2) 競艇事業 

1） 職員給与費の状況 

 ア  決算 

区 分 

 

 

総費用 

 

    Ａ 

純損益又は実

質収支 

 

職員給与費 

 

      Ｂ 

総費用に占める 

職員給与費比率 

    Ｂ／Ａ 

平成 

27年度 

  千円 

2 7 , 7 7 1 , 8 1 3  

        千円 

1 6 , 0 9 4 , 2 1 8  

     千円 

2 2 5 , 8 0 6  

           ％ 

0 . 8  

（ 注 ） 資 本 勘 定 支 弁 職 員 に 係 る 職 員 給 与 費 ○ 千 円 を 含 ま な い 。  

区 分 

 

職員数 

     

Ａ 

給     与     費  一人当たり 

 給与費 

 B / A  

給  料 職員手当    期 末 ･ 勤 勉 手 当     計 

 Ｂ 

平成 

27年度 

   人 

2 8  

    千円 

1 1 2 , 3 5 3  

    千円 

2 6 , 0 4 9  

    千円 

4 2 , 7 0 6  

    千円 

1 8 1 , 1 0 8  

       千円 

6 , 4 6 8  

     （注）１ 職員手当には退職給与金を含まない。 

２ 職員数は、平成 27 年 4 月 1 日現在の人数である。 

  イ  特記事項 

           なし                                                                                                      

 

 

 



 

 2) 職員の手当の状況 

  ア 期末手当・勤勉手当 

丸亀市（競艇事業） 丸亀市（一般行政職） 

１人当たり平均支給額 

（27年度）  1,492千円 

１人当たり平均支給額 

（27年度）  1,451千円 
（27年度支給割合） 

 期末手当      勤勉手当 

  2 . 6 0  月分     1 . 6  月分 

 （ 1.45 )月分   ( 0.75 )月分 

（27年度支給割合） 

 期末手当      勤勉手当 

  2 . 6 0  月分     1 . 6  月分 

 （ 1.45 )月分   ( 0.75 )月分 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加

算措置 

・役職加算 5～20％ 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加

算措置 

・役職加算 5～20％ 

       (注)  (  )内は、再任用職員に係る支給割合である。 

   

  イ 退職手当（平成 28 年 4 月 1 日現在） 

丸亀市（競艇事業） 丸亀市（一般行政職） 
（支給率）     自己都合   勧奨・定年 

勤 続 2 0 年       20.445月分  25.55625月分 

勤 続 2 5 年       29.145月分  34.5825月分 

勤 続 3 5 年       41.325月分    49.59月分 

最 高 限 度 額   49.59月分   49.59月分 

その他の加算措置  

定年前早期退職特例措置（2～20％） 

 

1人当たり平均支給額  1 8 , 6 9 9千円（27年度） 

（支給率）       自己都合  勧奨・定年 

勤 続 2 0 年       20.445月分  25.55625月分 

勤 続 2 5 年       29.145月分  34.5825月分 

勤 続 3 5 年       41.325月分    49.59月分 

最 高 限 度 額   49.59月分   49.59月分 

その他の加算措置  

定年前早期退職特例措置（2～20％） 

 
 

      （注） 退職手当の１人当たり平均支給額は、平成 27 年度に退職した全職員（一般行 

政職を含む）に係る職員に支給された平均額である。 

 

  ウ  地域手当（平成 28 年 4 月 1 日現在） 

支 給 実 績 （ 27 年 度 決 算 ）  0 

支 給 職 員 一 人 当 た り の 平 均 支 給 年 額 （ 27 年 度 決 算 ）  0 

支 給 対 象 地 域  支 給 率  支 給 対 象 職 員 数  国 の 制 度 （ 支 給 率 ）  

高 松 市  6％  0 人  6％  

 

  エ  特殊勤務手当（平成 28 年 4 月 1 日現在） 

支給実績（27年度決算）       9,552千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（27年度決算）                             329千円 

職員全体に占める手当支給職員の割合（27年度） 100 ％ 

手当の種類（手当数） 2  

手当の名称 主な支給対象 
支給実績 

27年度決算 
左記職員に対する支給単価 

１競艇事業開催手当 

競艇事業部に勤務する者が競艇開催

時に業務に従事したとき 
9,302 千円  

１ 1 月 4 日から 12 月 28 日までの間

において業務に従事したとき。 
 

日額 1,500 円 

半日  750 円 

２ 12 月 29 日から 12 月 31 日までの

間において業務に従事したとき。 
 

日額 4,000 円 

半日 2,000 円 

３ 1 月 1 日から 1 月 3 日までの間

において業務に従事したとき。 
 

日額 6,000 円 

半日 3,000 円 

２担当長手当 担当長の職にある者 250 千円 月額 10,000 円 



 

  オ  時間外勤務手当                                                          

支 給 実 績 （ 27 年 度 決 算 ）  4,410千円 

職員１人当たり平均支給年額（27年度決算） 317千円 

支 給 実 績 （ 26 年 度 決 算 ）  3,771千円 

職員１人当たり平均支給年額（26年度決算） 312千円 

（注）  時間外・夜間勤務手当を合計した金額である。 

（注） 職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（○年度決算）」と同じ年度

の４月１日現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはなら

ない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含む。 

 

  カ その他の手当（平成 28 年 4 月 1 日現在）                                                

手当名 内容及び支給単価 
一般行政職の 

制度との異同 

一般行政職の制度

と異なる内容 

支給実績 

（27年 度 決 算 ） 

支給職員１人当たり 

平均支給年額 

（27年 度 決 算 ） 
扶 養  

手 当  
一般行政職の 

制度と同じ 
同 同 3,415千円 233千円 

住 居  

手 当  
一般行政職の 

制度と同じ 
同 同 1,434千円 287千円 

通 勤  

手 当  
一般行政職の 

制度と同じ 
同 同 2,488千円 92千円 

管理職 

手当 

一般行政職の 

制度と同じ 
同 同 4,935千円 617千円 

宿日直 

手当 

一般行政職の 

制度と同じ 
同 同 0円 0円 

 


